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「凍結通知発出前から協議開始」は順序が逆 
～大学、人事委員会決定凍結通知は 2/2部局長会議後だが協議をと～ 
 

 組合が 1 月 13 日（水）に大学側へ「凍結し協議再開」受け入れを回答し、凍結通知の速やかな発出を求め

たことに対して、山口大学は翌 1 月 14 日（木）に、通知については２月２日（火）開催予定の部局長会議で

周知した上で発したいが、組合との協議は通知発出を待たずに開始したいと連絡してきました。 

 これに対し組合は１月 18 日（月）、「凍結通知は２週間以上先になるが、協議はその前からで

も始めたいというのは順序が逆だ。通知発出こそ急ぐべき」「２月２日以後となれば、２月１日

付け再任者は年俸制適用となり、不利益が続く」として、これを受け入れませんでした。 

 

新型コロナウイルス感染症終息のめど立たず 

再度の緊急事態宣言、首都圏に加え大阪等 7府県も 
 

 政府は１月７日（木）に東京を初め首都圏の 1 都３県に 1 月８日から２月７日までの期間の

緊急事態宣言を決定しましたが、わずか６日後の１月１３日（水）には、栃木、大阪・京都・福

岡等 7府県も緊急事態宣言の対象区域に加えました。そうした中、１月１６日に「緊急事態宣言

に準ずる地域」に指定されなかったことが判明した広島市は、全人口１２０万人の三分の二にあ

たる８０万人を対象（任意）に無料での PCR検査を実施することを１月１９日に発表しました。 

 

刑事罰・罰則強化では感染防止困難、保障拡大・医療施設確保を 
～日本医学会連合が緊急声明、日本公衆衛生学会・日本疫学会も（1/14）～ 
 1月 15日付けの新聞各紙報道によれば、136学会が加盟する一般社団法人日本医学会連合が「感染症法等の

改正に関する緊急声明」（２頁に掲載）を発し、日本公衆衛生学会・日本疫学会も連名で同様の

声明を発出したとのことです。声明は、「かつて結核・ハンセン病では患者・感染者の強制収容

が法的になされ、蔓延防止の名目のもと、科学的根拠が乏しいにもかかわらず、著しい人権侵害

が行われてきました。」と指摘。医療従事者への差別・偏見があることにも言及した上で、倫理

的に受け入れがたく、また、検査を受けないあるいは検査結果隠蔽にもつながり、結果、感染防

止が困難になると述べています。 

内閣支持率３３％に急落（不支持５７％；毎日新聞世論調査 1/16） 
 

 毎日新聞発表の世論調査で菅内閣の支持率が３３％に急落（７Ｐ下落）したことが明らか

になっています。一方、不支持は５７％とこれも一気に過半数を上回る急上昇（８Ｐアッ

プ）です。野党からは、「桜」問題・学術会議問題への批判はもとより、新型コロナウイルス

感染症対策での「場当たり的な対応（立憲民主党福山幹事長）」「後手後手・小出し・右往左往（共産党小池

書記局長）」等と批判の声が強まっています。 

全教職員配布 
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